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問題と目的
わが国では平成 18年 4月にがん対策基本法が制定
され、翌年にはがん対策推進基本計画が策定されるな
ど、がん対策が重要な健康課題として位置づけられて
いる。
がんの征圧を効果的に実施するためには、地域がん
の実態に即したがん対策の展開が必要である1, 2）。地
域がん登録は、対象地域の居住者に発生した全てのが
んを把握することにより、がんの罹患率と地域レベル
の生存率を計測する仕組みである3）。
地域がん登録資料の分析から示唆されたがん対策の
あり方を、広く一般の人々に理解してもらうことは、
科学的根拠に基づくがん対策を推進する上で大きな効
果が期待できる。しかし、地域がん登録資料の分析さ
れる内容は、専門性が高く一般の人々に理解されにく
いという特性をもつ。そのためこれらの資料は、がん
疫学の研究者や一部の行政担当者や保健医療従事者の
間でしか活用されてこなかった。
そこで本研究では、地域がん登録資料に基づく研究
成果を広く普及することを目的に、一般の人々が楽し
く学べるという点を重視した教育ツールを開発するこ
とを目的とした。なお、本研究では、大阪府における
研究成果に基づいて着手することとした 4）。
方法
開発メンバーは、一般の人々に理解されやすいとい
う点を重視し、がん対策および健康教育の研究者のほ
か、栄養士・管理栄養士養成課程で学ぶ大学生で行っ
た。
開発手順は、まず教育ツール開発に必要な専門基礎
知識を共有することを目的に、地域がん登録資料のが
ん対策への活用に関する学習会を行った。次に、専門
家の視点と一般の人々に近いと考えられる学生の視点
を調整しながら、開発する教育ツールの学習目標を明
確にした。そして、学習目標を達成するための教育ツー
ルの形態を検討し、試案を作成した。さらに、作成し
た試案を医学的、教育的視点から再検討を行い、完成
させた。
開発する教育ツールの科学的根拠は、主に大阪府が
ん登録資料に基づいて作成された保健医療従事者等、
専門家向け資料「統計でみる大阪府のがん―10年で
がん死亡 20％減少へのアクション―」に基づいた 4）。
結果
1. 学習目標
開発する教育ツールの学習目標は、1）科学的根拠
に基づくがん対策行動およびその関連知識を習得する
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こと、2）習得した知識を基礎としてがん対策行動へ
の動機を高めること、3）自分自身のがん対策行動や
自分の周囲の人へのがん対策行動に関する声かけ行動
を実践できるようになること、とした。
なお、がん対策行動とは、大阪府のアクションプラ
ンとして示された 4分野のがん対策行動とし（表 1）、
その関連知識とは、がんやがん対策、がん医療の現状
等、がん対策行動をサポートするものと定義した。
2. 教育ツールの形態
教育ツールの形態は、ルールが明確で遊び方を誰も
が知っている「カルタ」を採用した。
その結果、がん対策という専門的で多岐にわたる内
容を、楽しく覚えやすい文言とイラストで構成するこ
と、がんに関する専門知識のみならず、「わが国でが
んは特別な病気ではなく、誰でもかかる可能性がある」
ことや、「がん対策として、あなたにもできることが
ある」というような、個々人への動機づけのメッセー
ジを織り込むことが可能になった。
3. 開発した教育ツール
これらの方針に基づき、44札で構成される「がん
カルタ」を開発した（表 2）。それぞれの札は、「がん
の現状」「がん対策」「呼びかけ」の 3カテゴリのいず
れかに分類された。「がんの現状」は、がんの現状に
関するメッセージ、「がん対策」は、がんの予防や早
期発見・早期治療など、学習者の身を守るメッセージ、
「呼びかけ」は、がんの現状や対策を踏まえた学習者
自身や学習者の周囲の人へのメッセージとした。また
これらのことが視覚的にも伝わるようそれぞれイメー
ジカラーを設定した。
各札は、表面は、頭文字、カルタの文言、文言をイ
メージするイラストで、裏面は、カルタの文言を説明
する解説文と参考資料で構成した（図 1）。解説文は
端的な文章とし、より深く学習できるよう参考資料と
してカルタの文言の根拠となる出典を示し、資料の名
称と webアドレスを記載した。
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表 1 教育ツールにおける個人のがん対策行動の方向性 4）
表 2 がんカルタの文言－がんの現状・がん対策・呼びかけ
開発した教育ツール「がんカルタ」は、授業等の教
育場面で、教材として楽しく学ぶことができるが、教
育効果の定着を期待するには、教育終了後に継続して
働きかけるための教育ツールが必要と考えた。
そこで、「がんカルタ」の内容を、日めくりタイプ
のカレンダーにとりまとめた「がんカレンダー」を副
教材として開発した（図 2）。形態は卓上式のカレン
ダーとし、毎日「めくる」という行動を実行すること
により、知識の定着をねらいとした。
考察
本研究では、地域がん登録資料に基づく研究成果を
広く普及することを目的に、専門家向けに作成された
資料を科学的根拠としながら、一般の人々が楽しく学
べるという点を重視し、「がんカルタ」と「がんカレ
ンダー」を開発した。
教育ツールの学習目標の設定にあたっては、知識の
習得のみならず態度や行動の変容へとつながることを
重視した。すなわち、がんの現状やがん対策の方向性
について理解し、呼びかけを通して、学習者やその周
囲の人ができることについて気づきを促すことをねら
いとした。
教育ツールの形態については、前述の学習目標を達
成するには、まず、がん対策に関する正しい知識を幅
広く認識する必要があると考え、そのために適した形
態を検討した。新興・再興感染症や食の安心・安全な
どの公衆衛生学の分野の教材の例として、日本公衆衛
生協会から、カードゲームを活用したものが出版され
ている5）。カードゲーム特徴は、多岐にわたる情報を
それぞれ 1枚ずつのカードに個別の情報として整理で
きることである。
がん対策を包括的に学ぶには、個々の情報を幅広く
理解し、それらを総合することが必要である。そこで
カードゲームのなかでもルールがシンプルな「カルタ」
という形態を採用することで、教育ツールの使用対象
が広がるものと考えた。また、「がんカルタ」の内容
を、日めくり形式のカレンダーにまとめることにより、
パンフレット等の印刷教材と比較しても、日々の生活
のなかで取り入れやすい形態となったものと考える。
近年、例えば、財団法人日本対がん協会が中学生を
対象としたがん教育教材を開発するとともに、「がん
教育基金」を設立し中学生を対象とした教育の普及に
対する報告もみられるが 6）、わが国においては、がん
の現状や対策の方向性、個人としてできることなど、
がん対策に関する包括的な内容を示す教材や教育プロ
グラムはほとんどみられない。そのようななかで、本
研究で開発した教育ツールは、科学的根拠に基づき、
かつ、一般の人にも楽しみやすいという視点を確保で
きたのではないかと考える。
現在、開発した教育ツールを活用し、大学生、高校
生、中学生、一般の方々等を対象に、グループワーク
を中心とした健康教育の実践に取り組んでいる。数十
人の教室形式の場で、小グループにわかれ「がんカル
タ」を行った後、がん対策行動に関する知識の定着や
動機を高めることをねらいとしたグループワークを行
い、復習用の教材として「がんカレンダー」を配布す
るという教育プログラムである。
平成 24年 6月に策定された第 2次がん対策推進基
本計画では 7）、分野別施策と個別目標のなかで「がん
の教育・普及啓発」という分野が新設され、「子ども
に対するがん教育のあり方を検討し、健康教育の中で
がん教育を推進する」ということが明記されている。
今回の教育ツールの開発の経験を踏まえ、がんをテー
マとした健康教育のあり方について検討を重ねていき
たい。
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